
投稿規定の改訂について 

 

 編集委員会 

 

『環境教育』投稿規定を 2008 年 3月 8日より以下のように改訂しました。 

既投稿原稿については、原則として従来の投稿規定を適用します。 

 

１. 投稿は本学会会員に限る。ただし、筆頭著者以外に非会員を含むことができる。また、

編集委員会が依頼する場合は会員・非会員を問わない。 

２. 投稿原稿は、環境教育の研究や教育実践に貢献するものであり、他の刊行物に未発表

の原稿とする。 

３. 投稿の区分は、研究論文、総説、報告、評論、資料、書評、その他とする。 

① 研究論文は、理論的または実証的な独創性のある研究、および独創的または有効

性のある教育実践研究、教材・教具・教育システム等の開発研究とし、論文とし

て完結した体裁を整えていること。 

② 総説は、研究、教育実践、新しい思潮、政策に関して一定の分野を系統的に概観

し、課題の整理や評価・展望を行っている論文とする。 

③ 報告は、教育実践、国内外の動向、施策の状況などを論じたものとする。 

④ 評論は、環境教育の研究や教育実践を批評し論じたものとする。 

⑤ 資料は、環境教育に関する情報提供とする。 

⑥ 書評は、環境教育に関する図書の紹介や批評とする。 

⑦ その他、編集委員会が認めた区分を適宜設けることができる。 

４. 投稿原稿は編集委員会で閲読を行い、その採否は編集委員会が決定する。研究論文お

よび総説は、複数の査読者による査読を経て、編集委員会が採否を決定する。 

５. 投稿原稿は刷り上がり時において、研究論文および総説では 12ページまで、報告、評

論、資料は 8 ページまで、書評は 1 ページまでとする。超過ページ数は 2 ページを限

度とし、投稿者が 1ページ当り 2 万円を支払うこととする。 

６. 原稿執筆については、以下の通りとする。 

① 使用言語は、日本語または英語とする。 

② 研究論文、総説、報告、評論、資料には、表題、著者名、所属、英文表題、英文

著者名、英文所属を記載すること。 

③ 研究論文と総説は、上記②の他に、英文要約（300 words 以内）、英文キーワード

（5 語以内）をつける。（また、英文要約を付した原稿の場合は、参考として英文

要約の日本語訳を付すこと） 

④ 原稿はすべて A4 判で横書きとする。原則としてパソコン・ワードプロセッサーで

作成し、22 字×41行の 2段組とする。文字の大きさや字間、行間は読みやすいよ

うに留意する。 

⑤ 文体は「である調」とし、原則として当用漢字、新仮名づかいを用いる。英数字

（アラビア数字）は半角文字を用いる。 



⑥ 年次については西暦年次の使用を原則とし、元号を使用する場合には、初出の年

次に平成○○（20○○）年と西暦年次を併記する。 

⑦ 学術用語は文部科学省の学術用語集を参考とする。生物の和名はカタカナ、学名

はイタリックとする。 

⑧ 文献の引用は、著者名（発表年）または文末に（著者名 発表年）と記入する。後

者の場合、著者名と発表年の間を半角空ける。 

⑨ 注は、その箇所の右肩に１）のように通し番号を記し、本文の最後にまとめて記載

する。 

⑩ 引用文献の配列順序は著者名でアルファベット順とし、下記の様式に従い記載す

る。 

単行本の場合：著者名，年，『書名』，発行所，発行地，総ページ数. 

単行本中の分担執筆論文の場合：著者名，年，「論文名」，編著者名，『書名』，

発行所，発行地，掲載ページ. 

雑誌の場合：著者名，年，「表題：副題」，『雑誌名』，巻号：掲載ページ.   

⑪ 文献や注にインターネット上の URL を記載する場合は、アクセスした年月日を明

示する。 

⑫ 図（写真を含む）・表は原稿本文とは別に 1 枚ずつ作成する。図はそのまま写真製

版して印刷できる明瞭なものとすること。図中の文字は指定の大きさに縮小して

も明瞭に判読できるよう配慮する。図の説明は別紙に書き、本文の余白におおよ

その挿入位置と大きさを指定する。 

７. 投稿については、元原稿 1 部と査読・閲読用に氏名、所属を×××××で表示して氏

名、所属をわからないようにした原稿 2 部の計 3 部および原稿送り状（学会誌巻末に

印刷）を編集委員会事務局に提出する。併せて、原稿の電子ファイル（テキスト、ワ

ードまたは一太郎のファイルのいずれかをフロッピー・ディスクまたは CD-R に保存し

たもの）も送付する。 

８. 著者校正は初校のみとし、再校以降は編集委員会の責任において行う。 

９. 著者が別刷を必要とする場合は、初校時に申し出る。その実費は著者が負担する。 

１０．掲載された論文等の著作権は日本環境教育学会に属する。 

１１．投稿原稿は原則として返却しない。 

（付記）1997 年 7月 5 日、1999 年 9月 11 日、2004 年 10 月 3日、2006 年 7月 8 日、2008

年 3月 8 日改訂 
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